様式Ｃ
Ⅲ　経費の配分及び負担区分

	区   　           分
	交付対象
経 費
(A)=
(B)+(C)+(D)+(E)
	負   担   区   分
	備  考

	
	
	自己資金
	地方公共団体等による助成金
	補助金

(E)
	

	
	
	（B）
	うち貸付金等
	市町村

(C)
	その他

(D)
	
	

	１　みどりの食料システム戦略緊急対策事業費補助金
２　みどりの食料システム戦略緊急対策事業費補助金（バイオマス地産地消対策（施設整備））
	        円


	円


	円


	円


	円


	円


	

	合　　　　　　　　計
	
	
	
	
	
	
	


Ⅳ　事業完了　　　年　　月　　日

Ⅴ　精　　算

　１　収入の部

	区　　　　　分
	本年度精算額
	本年度予算額
	比 較 増 減
	備　　   考

	
	
	
	増
	減
	

	１　補　　　助　　　金

２　そ　　　の　　　他　　
	         　　   円


	　             円


	       円


	       円


	

	合　　　　　計
	
	
	
	
	


　２　支出の部

	        　　　　区　　　　　分
	   本年度精算額
	   本年度予算額
	 　 比 較 増 減
	備 　　　  考

	
	
	
	    増
	   減
	

	１　みどりの食料システム戦略緊急対策事業費補助金
２　みどりの食料システム戦略緊急対策事業費補助金（バイオマス地産地消対策（施設整備））
	                円


	               円


	       円


	       円


	   注）年　月　日

	合　　　　　計
	
	
	
	
	


　注）間接補助金事業者に対し間接補助金を交付している場合は、備考欄に間接補助金の交付を完了した年月日を記載すること。
Ⅵ　添付書類

１　財産管理台帳の写し

２　事業実績内訳明細書（様式別紙）
　　ただし、１の添付を原則とし、２については、１との併用を可能とする。なお、これらにより難い場合には、２のみの添付も可能とする。
（別紙）
事業実績内訳明細書

　事業種類（みどりの食料システム戦略緊急対策事業費補助金）
	交　付　先　名
	交付率
	交付対象

経 費
	負　　担　　区　　分
	備　　　考

	
	
	
	補　助　金
	市町村費
	そ の 他
	

	
	
	円
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	


（注）１　事業実施主体の自己負担額については「負担区分」の「その他」欄に記入すること。

２　備考の欄は、消費税仕入控除税額を減額した場合には「減額した金額○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には合計欄の備考欄に「減額した金額○○○円」の合計額を記入すること。

      ３　本明細書と同様の内容が確認できる資料があれば、それを本明細書に代えることができる。

（別紙）
事業実績内訳明細書

　事業種類（みどりの食料システム戦略緊急対策事業費補助金（バイオマス地産地消対策（施設整備））
	交付先
	施設等区分


	交 付 対 象

経 費
(A)=(B)+(C)+(D)
+(E)
	負　　担　　区　　分
	備　考

	
	
	
	自己資金
	地方公共団体等による助成金
	補助金

(E)
	

	
	
	
	（B）
	うち貸付金等
	市町村

(C）
	その他

(D)
	
	

	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　施設等区分の欄は、国実施要綱別記４－１に定める交付対象施設名を記入すること。

２　備考の欄は、消費税仕入控除税額を減額した場合には「減額した金額○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には合計欄の備考欄に「減額した金額○○○円」の合計額を記入すること。

３　本明細書と同様の内容が確認できる資料があれば、それを本明細書に代えることができる。
